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研究要旨 

 昨年度に本研究班で作成した「特定保健指導の対象とならない非肥満を含む心血管疾患危険因子

保有者に対する生活習慣改善指導ガイドライン（以下、ガイドライン）」の実行性を検討するため

に、1職域 5地域で、上記ガイドラインを使い、特定保健指導の対象とならない追加リスクを 2つ

以上もつ非肥満者（以下、非肥満の保健指導対象者）に保健指導を実施した。実行性の検討におい

て、対照群は各施設の特定保健指導積極的支援群とした。 

 非肥満の保健指導対象者は、平成 28 もしくは 29 年度の特定健診で、すぐに医療機関受診が必要

な者を除く、特定保健指導の階層化基準にある追加リスクもしくは LDL コレステロール 140mg/dL

以上 180mg/dL 未満のうち、2つ以上もつ非肥満者とした。上記の条件に従い、平成 28 年度の特定

健診結果から研究対象者を選定できるソフトを開発し、5地域に配布した。 

 平成 29 年 7 月 1日に、1職域 5地域で非肥満の保健指導を行う現場担当者を対象に研修会を実

施し、以下を担当者に説明した。１）非肥満への保健指導は、指導者がガイドラインを使用する以

外は、各施設における特定保健指導積極的支援と同様に行う。２）実行性の検討における主要評価

項目は、保健指導開始後約 3か月までの継続的支援における、対象者との連絡の継続率や、生活習

慣改善目標の実施率であり、特定保健指導積極的支援群とこれらの指標において同等かを検討する
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ことが本研究の目的である。３）非肥満の保健指導対象者からは、研究参加への同意書を取得する

こと。４）平成 29 年 9 月 1日～平成 30 年 3 月 31 日の特定健診・特定保健指導受診者に対し、研

究班がデータを使用する旨、オプトアウトを行うこと。５）対象者募集が終了した時点で、ガイド

ラインに関するアンケートを実施すること。 

 平成 29 年 9～10 月に 1職域 5地域で、非肥満者の保健指導やその準備が開始され、平成 30 年 2

月9日の対象者募集終了日までの、上記の研究対象基準を満たす非肥満の保健指導開始者は79名、

非肥満の保健指導への同意が確認できず保健指導を開始しなかった者は 301 名であった。同様に特

定保健指導積極的支援を開始したのは 128 名、特定保健指導積極的支援への勧奨に応じなかった者

は 141 名であった。以上の者を対象に、収集された平成 28 年度もしくは 29 年度の特定健診データ

と、保健指導が開始された者では、研究班が作成した保健指導実施経過表のデータを解析した。 

 1 職域 5地域のうち、非肥満の保健指導対象者が最多であった 1地域では、初回保健指導後 1～2

か月後の対象者との連絡の継続率は、非肥満で75.0%、肥満で83.3%であり（カイ2乗検定 p=0.571）、

統計学的有意差はなかった。また同地域で、保健指導対象者が生活習慣改善目標数の 60%以上を、

初回保健指導後 1～2か月の継続支援で守っていた割合は、非肥満で 37.5%、肥満で 16.7%であり（カ

イ 2乗検定 p=0.201）、統計学的有意差はなかった。また 1職域では、初回保健指導後の対象者と

の連絡継続率は、1 か月後で非肥満群 100.0%、積極的支援群で 90.7%（カイ 2 乗検定 p=0.237）、

3か月後では非肥満群 100.0%、積極的支援群で 76.7%（カイ 2乗検定 p<0.05）であり、3か月後の

連絡継続率は非肥満群のほうが有意に高かった。また同職域で、生活習慣改善目標数の 60%以上を、

初回保健指導後 1か月の継続支援で守っていた割合は、非肥満群で 78.6%、積極的支援群で 74.4%

であり（カイ 2乗検定 p=0.754）、3か月後では、非肥満群で 78.6%、積極的支援群で 65.1%であ

り（カイ 2乗検定 p=0.347）であり、いずれの時期においても統計学的有意差はなかった。 

 以上より、ガイドラインを用いた非肥満者への保健指導は、実行性において特定保健指導の積極

的支援に劣らないことが示された。しかし非肥満者への保健指導は、同意書を取得して実施する必

要があったため、意欲の高い対象者が保健指導を受けた可能性が高い。本研究の保健指導実施施設

の多くでは、特定保健指導積極的支援の初回指導への参加も、自由意思で決められていたが、特定

保健指導は法にもとづき指導を受ける必要性が周知されているため、非肥満群に比べ積極的支援群

では、対象者の意欲が劣っていた可能性がある。 

 本ガイドラインの抜粋は、「標準的な健診・保健指導【平成 30 年度版】」第３編別添３として

平成 30 年 2 月に公表され、わが国の保健指導の現場で今後利用されることが期待されるが、本研

究によりその実行性に問題ないことが明らかとなった。 

 

Ａ．研究目的 

平成20年4月より生活習慣病予防施策と

して、ウエスト周囲長（以下、腹囲）で男

性 85cm 以上、女性 90cm 以上の内臓脂肪蓄

積もしくは BMI25 以上の肥満を必須条件と

したメタボリック症候群に着目し、特定健

康診査・特定保健指導が実施されている。

すなわち、特定保健指導の対象者は、内臓

脂肪蓄積等による肥満者に限定されている。 

しかし肥満ありと判定されなかった者

（以下、非肥満者）でも、高血圧、糖尿病、

脂質異常症、喫煙は心血管疾患発症の危険

因子であること、また非肥満者でも、生活

習慣への介入により、いずれの心血管危険
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因子も改善が可能であることを本研究班は

示した。上記を背景に、昨年度から今年度

において、我々は保健指導支援者が危険因

子ごとに改善すべき生活習慣の優先度や、

具体的な生活習慣の改善方法を理解できる

保健指導のガイドライン「特定保健指導の

対象とならない非肥満を含む心血管疾患危

険因子保有者に対する生活習慣改善指導ガ

イドライン（以下、ガイドライン）」を作

成した。本ガイドラインからの抜粋は、「標

準的な健診・保健指導【平成 30 年度版】」

第３編別添３として平成30年2月に公表さ

れ、わが国の保健指導の現場で今後利用さ

れることが期待される。 

本ガイドラインがわが国の地域・職域で

活用されるためには、ガイドラインの実行

性を検討する必要がある。今年度、我々は

地域・職域において、非肥満かつ循環器疾

患危険因子を２つ以上もつ者を対象に、ガ

イドラインを使用した保健指導を行い、継

続的支援における、支援者との連絡継続率

や、生活習慣改善目標の実施率を、特定保

健指導の積極的支援を受けた者と比較する

ことにより、ガイドラインの実行性を検討

した。 

 

Ｂ．研究方法 

１）研究デザイン 

①対象者 

平成 28 もしくは 29 年度の特定健診で、特

定保健指導階層化基準の追加リスクもしく

は LDL コレステロール 140mg/dL 以上

180mg/dL 未満のうちをリスクの 1つと数え

て 2つ以上もつ非肥満、かつガイドライン

を使用した保健指導を受けることや、デー

タを研究で利用することについて同意した

者を、非肥満の保健指導対象者とした（以

下、非肥満群）。また同じ施設で特定保健

指導の積極的支援の対象となり、保健指導

を受けた者を対照群とした（以下、積極的

支援群）。 

追加リスクの有無の判定では、特定保健指

導階層化基準に加え、厚生労働省「標準的

な健診・保健指導プログラム」第２編別添

資料「健診結果とその他必要な情報の提供

（フィードバック） 文例集」で「すぐに医

療期間受診を」に該当しない場合には、保

健指導の対象に入れてよいこととした。ま

た追加リスクには入っていないが、非肥満

者においては、LDL コレステロールもリス

クの一つに数え保健指導の対象としてよい

こととした。LDL コレステロールは、特定

保健指導の対象ではないため、LDL コレス

テロールをリスクの一つにするかは、保健

指導実施施設が選択してよいこととした。 

②非肥満群への保健指導 

非肥満群では、ガイドラインを使用して保

健指導を行う以外は、同じ施設の特定保健

指導積極的支援と継続的支援の回数、時期、

対象者へのアプローチ方法はまったく同様

に行うこととした（図１）。 

 

図１ 研究デザイン 

 

③主要評価項目 

初回指導から約 3か月後までの継続的支援

中の、対象者と支援者との連絡の継続率と、

生活習慣改善目標の実施率とした。これら

の指標を得るために必要な情報（継続的支

援の実施時期や回数、各継続的支援におけ

る対象者の目標の実施状況等）を含む保健
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指導実施経過表（別添 1、2）を、研究班事

務局から各保健指導実施施設へあらかじめ

配布し、保健指導実施施設は非肥満群と積

極的支援群に、上記経過表を記入しながら

保健指導を行うこととした。 

④保健指導実施施設の募集 

各分担研究者がこれまで他の研究で協力を

得た実績、もしくは研究以外で関係がある

保険者に、本研究の趣旨を説明して協力を

呼びかけた。 

呼びかけに応じたのは以下の 1職域 5地

域；大阪府 S市、兵庫県 A市と S市、宮崎

県 K市、滋賀県 M市、H株式会社である。 

上記施設の保健指導実施担当者を対象に、

平成 29 年 7 月 1 日、国立循環器病研究セン

ターにおいて、本研究に関する説明会およ

び非肥満者の循環器疾患危険因子保有者に

対する保健指導研修会を実施した。説明会

では、ガイドラインを配布し、ガイドライ

ンが作成された背景、研究の実施方法や対

象者選定のために分担研究者（岡山明）が

作成した研究対象者抽出ソフトに関する説

明を行った。研修会では、分担研究者（岡

村智教、岡山明）が血圧、血糖、脂質、飲

酒、喫煙等の循環器疾患危険因子の生活習

慣への介入による改善法について講義を行

った。 

研究対象者の登録は平成29年 9月 1日～10

月 31 日の間に開始し、登録の最終日は平成

30 年 2 月 9日とした。一部の施設では準備

に時間を要し、10 月末日までに登録を開始

できなかった。 

⑤アンケートの実施 

保健指導の実施施設は、保健指導実施後に

ガイドラインに関する感想など記載するア

ンケートを 1施設 1部記載することとし、

平成 30 年 1 月に配布した（別添 3）。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は「人を対象とする医学系研究に 

関する倫理指針（平成29年2月28日一部改

正）に準拠して行われた。個人に係る試

料・情報等の取り扱いがある場合は、人

を対象とする医学系研究に関する倫理指

針に従い、情報管理及び倫理面に十分配

慮した。 

 

Ｃ．研究結果 

１職域 5地域の保健指導実施施設には、A

～Fの番号を振り、解析結果を表 1～9に示

す。 

１）対象者数 

表１に保健指導実施施設別の対象者数を示

す。施設 A～Fで、研究対象となる条件を満

たし、必要なデータが提供された特定健診

受診者は、施設 Aで非肥満群 7名、積極的

支援群 22 名、施設 Bで非肥満群 45 名、積

極的支援群 22 名、施設 C で非肥満群 3 名、

積極的支援群1名、施設Dで非肥満群3名、

積極的支援群2名、施設Eで非肥満群7名、

積極的支援群7名、施設Fは非肥満群14名、

積極的支援群 43 名、以上により非肥満群は

合計 79 名、積極的支援群は合計 97 名だっ

た。 

２）対象者の特徴 

表２～４に保健指導実施施設別の研究対象

者の特徴を示す。施設 Bと Fは、地域の中

で非肥満群が最多である、もしくは職域で

あり継続的支援を着実に実行しやすい等の

特徴があるため、次項以降の詳細な解析対

象となるため、非肥満群、積極的支援群と

も、全体の結果と、保健指導を実施した者

のみの結果の両方を示す（表 2、3）。施設

B、F以外の施設については全体の結果を示

す（表 4）。 

施設 Bでは非肥満群は全体と初回指導を受

けた者とで特徴に大きな差はみられないが、

積極的支援群では初回指導を受けた者で喫

煙者の占める割合が大きかった。施設 Fは

全体も男性のみであり、両群とも全体と初

回指導群で大きな差は見られなかった。 
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施設 A、C、D、Eでは、概ね循環器疾患危険

因子は積極的支援群のほうが非肥満群より

もリスクが高い結果であった。しかし施設

C、Eでは非肥満群のほうが積極的支援群よ

りも血圧が高く、施設 A、C、Dでは非肥満

群で LDL コレステロール値が積極的支援群

よりも高かった。 

３）ガイドラインに示された生活習慣改善

目標の設定状況（初回指導） 

表 5に、非肥満群を対象に初回指導で設定

した、ガイドラインに掲載されている生活

習慣項目を使用し設定した目標件数を、保

健指導実施施設別に示す。 

件数が最も多かったのは身体活動（62 件）

で、次いで食行動の改善（40 件）、総エネ

ルギー減（15 件）であった。非肥満群の人

数が最多であった施設 Bでは、カリウムと

カルシウムを摂取する以外の項目は、すべ

て使用されており、唯一禁煙も目標として

使用していた施設だった。施設 Bでは特定

健診の診察医として一定の医療機関や大学

医学部から医師が派遣されており、健診担

当医師が、喫煙者や特定保健指導積極的支

援対象者、また本研究では非肥満群該当者

に、禁煙や生活習慣改善を短時間で勧めて

いる特徴があった。他の施設でも、目標の

設定状況は全体の傾向とほぼ同様であった。 

４）初回指導実施人数と継続的支援 1回目

実施人数 

表 6に初回指導実施人数と継続的支援 1回

目実施人数を施設別に示す。本結果は平成

30 年 2 月 9日現在のデータであり、継続支

援１回目の最初の対象者へのアプローチを

記録表の施設への返信等とし、返信がない

場合は電話、訪問等で追跡を行うなど、１

回の継続支援で複数のアプローチ方法をと

る施設では、表 6に示す人数が特定保健指

導実施実績で報告される人数と異なる点に

は留意が必要である。 

施設 Aの特定保健指導以外は、継続的支援

１回目の実施率は 75%以上であった。施設 A

では特定保健指導の継続支援を通常通り実

施するには困難な事情があったと考えられ、

非肥満群と積極的支援群の結果の比較が困

難であるが、その他の施設では積極的支援

と比べ非肥満群で継続的支援 1回目の実施

状況が劣ることはないと考えられる結果で

あった。 

５）施設 Bにおける継続的支援実施状況と

目標 60%以上実行率 

1 職域 5地域のうち、非肥満の保健指導対

象者が最多であった施設 Bにおける継続的

支援実施状況と目標 60%以上実行率を表 7

に示す。初回保健指導後 1～2か月後の対象

者との連絡の継続率は、非肥満で 75.0%、

肥満で83.3%であり（カイ2乗検定p=0.571）、

統計学的有意差はなかった。また、保健指

導対象者が生活習慣改善目標数の 60%以上

を、初回保健指導後 1～2か月の継続支援で

守っていた割合は、非肥満で 37.5%、肥満

で 16.7%であり（カイ 2乗検定 p=0.201）

であり、統計学的有意差はなかった。 

６）施設Ｆにおける初回指導と 3か月後（継

続的支援 3回目）指導時の目標設定状況と、

継続的支援実施状況および目標 60%以上実

行率 

表 8に施設Ｆにおける初回指導と 3か月後

（継続的支援 3回目）指導時の目標設定状

況を示す。初回指導、継続的支援 3か月後

ともに身体活動、食行動の改善が多く、こ

の２項目については 3か月間で特記すべき

増減は認められなかった。減塩、食物繊維

の摂取、過量飲酒の改善、適正体重維持に

目標を変更した例がごく少数みられた。 

表 9 に、同施設での継続的支援実施状況と

目標 60%以上実行率を示す。初回保健指導

後の対象者との連絡継続率は、1 か月後で

非肥満群 100.0%、積極的支援群で 90.7%（カ

イ 2 乗検定 p=0.237）、3 か月後では非肥

満群 100.0%、積極的支援群で 76.7%（カイ

2 乗検定 p<0.05）であり、であり、3 か月
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後の連絡継続率は非肥満群のほうが有意に

高かった。 

また同施設で、生活習慣改善目標数の 60%

以上を、初回保健指導後 1 か月の継続支援

で守っていた割合は、非肥満群で 78.6%、

積極的支援群で 74.4%であり（カイ 2 乗検

定 p=0.754）、3 か月後では、非肥満群で

78.6%、積極的支援群で 65.1%であり（カイ

2 乗検定 p=0.347）であり、いずれの時期

においても統計学的有意差はなかった。 

６）保健指導実施施設へのアンケート 

表 10 に保健指導実施施設へ行ったアンケ

ート結果を示す。 

ガイドラインについては、指導の優先順位

が明確にまとまった表などに対し、概ね好

評価を得ることができた。しかし保健指導

を行う現場では、多種多様かつ総論的なガ

イドラインや教材よりは、要点が明確に絞

られたもの、また指導現場で対象者にかけ

る具体的な言葉の例や、対象者に対し説得

力のある数値で示せるような保健指導教材

など、実用的でコンパクトなものが求めら

れていることを示すコメントも見受けられ

た。また現行の健診・保健指導制度に関す

る問いについては、人口規模の小さい地域

の現場保健師の目線が感じられるコメント

もあった。 

 

Ｄ．考察 

 本研究班で作成したガイドラインの実行

性を検討するために、地域や職域の保健指

導の現場で、非肥満でLDLコレステロールを

含む循環器疾患の危険因子を２つ以上もつ

者を対象に、ガイドラインを使って保健指

導を行い、対象者との継続率や目標の実行

率を各施設が実施している特定保健指導積

極的支援と比較した。 

 保健指導を実施した施設間で、特定保健

指導の積極的支援は、勧奨から継続的支援

の実施方法まで大きく異なるため、すべて

の施設を統合した解析は困難であり、施設

ごとの解析結果を報告した。統計解析が可

能な人数がある施設内での検討では、非肥

満群が積極的支援群に比べ統計学的有意差

をもって劣る結果はみられなかった。よっ

て非肥満の追加リスクを２つ以上もつ者を

対象にガイドラインを使用した場合、ガイ

ドラインの実行性は特定保健指導の積極的

支援と比べ劣っていないことが示唆された。 

 本年度の上四半期は、ガイドラインの内

容を確定し、「標準的な健診・保健指導【平

成30年度版】」第３編別添３を作成・確定

する必要があったため、実行性の検討に向

けての準備、具体的には研究計画の倫理委

員会への申請や、保健指導実施施設の募集

等を終えたのは年度半ばであった。このた

め、実行性の検討は保健指導開始後３か月

程度が、継続的支援を追跡できる最長期間

となり、６か月などの長期にわたる保健指

導の実行性を検討するまでには至らなかっ

た。従って、長期の継続的支援における実

行性は、今後も検討されるべき課題として

残される。 

 また非肥満者に対する保健指導は、同意

書を取得して実施したため、非肥満群は積

極的支援群に比べ生活習慣改善の意欲が高

い人が登録される可能性がある施設も存在

した。その一方で、今回施設内で詳細に結

果を検討した一職域では、保険者の今年度

の健康管理方針に本研究班の保健指導が盛

り込まれ、非肥満群も積極的支援群も、対

象者の保健指導に参加する意欲に差がでな

いように施設から配慮を頂くことができ、

今回の検討が可能になったと考えられる。

また非肥満群の登録者数が最多であった一

地域では、非肥満群も積極的支援群も、保

健指導への参加勧奨は健診担当医師および

保健師が同様に取り組んだため、結果の解

釈に多大な影響を与えるものではないと考

えられる。 

保健指導実施施設でガイドラインを現場で

使用した保健指導担当者からは、ガイドラ

－ 28 －



インに関する好意的な反応が寄せられた。

とくに危険因子の別に、優先して改善すべ

き生活習慣を示したガイドライン内の表は

好評であった。保健指導担当者だけでなく、

対象者自身が自らの問題と優先すべき課題

を容易に把握できる点が、好評を得た理由

と考えられる。またガイドラインの改善す

べき点として、肥満と非肥満でどのように

指導が異なるのか、リスクが重複する場合

はどのリスクから優先して改善すべきかを

示してほしいとの要望がみられた。肥満と

非肥満でどのように指導が異なるかについ

ては、ガイドライン内の危険因子と改善す

べき生活習慣の表で、指導過程での体重管

理に関する比重が異なる点以外はほぼ同じ

であることが示されている。ほぼ同じであ

ることを前提に表を見ていない場合には、

どこが違うのかが理解しづらい可能性があ

る。またリスクが重複する場合、どのリス

クを優先して改善すべきかについては、ガ

イドライン本文内に「肥満の有無にかかわ

らず、いずれの危険因子でも、非肥満かつ

危険因子なし群に比べ、危険因子があると

心血管疾患の発症リスクは上昇することが

わかる。特に血圧においては、非肥満群は

肥満群に比べて、より軽度の高血圧で心血

管疾患の発症リスクが上昇しており、人口

寄与危険割合（PAF）も大きいことがわかる。

また、現在の喫煙習慣がある人は肥満、非

肥満に関わらず、心血管疾患の発症リスク

が上昇している。」との一文を入れ、血圧

と喫煙の優先順位が高いことを示したが、

今回見られた要望に従い、より理解しやす

く明確に記述するほうがよいと考えられた。 

他にアンケートの結果から、支援者側が、

対象者自身が自らの状況に応じたやるべき

ことを優先順位も含めて明確に理解でき、

危険因子の改善に向け今日から行動できる

道標を求めていること、また今回のガイド

ラインでは内容は好評だが、内容を現場に

おとしこめるツールが必要であることがわ

かった。 

「標準的な健診・保健指導プログラム【平

成30年度版】」の第３編別添３には、ガイ

ドラインの抜粋版が掲載されている。心血

管疾患発症のリスクをもつすべての人が、

自分の実行可能な範囲で、取り組める課題

から確実に生活習慣を改善することが国民

全体での心血管疾患発症予防に重要であり、

この重要性は肥満と非肥満で大きく変わる

ものではない。本研究により実行性も検討

されたガイドラインや「標準的な健診・保

健指導プログラム【平成30年度版】」が、

地域・職域で今後活用される環境を整備す

るとともに、ガイドラインの内容をよりわ

かりやすく示す試みを継続する必要がある。 

 

Ｅ．結論 

 本研究班が作成し、一部が「標準的な健

診・保健指導プログラム【平成 30 年度版】」

に掲載された「特定保健指導の対象となら

ない非肥満の心血管疾患危険因子保有者に

対する生活習慣改善指導ガイドライン」の

実行性を検討した。非肥満の心血管疾患危

険因子を２つ以上もつ者を対象に、本ガイ

ドラインを使用して実施した保健指導は、

特定保健指導の積極的支援と比較して、実

行性に問題がないことが示された。 

上記ガイドラインやプログラムが、地域・

職域において今後活用される環境を整備す

るとともに、ガイドラインの内容をよりわ

かりやすく示す試みを継続する必要がある。 

 

F.健康危険情報 

なし。 

 

Ｇ．研究発表 

なし。 

 

１．論文発表 

なし。 
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２．学会発表 

なし。 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし。 
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